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※本資料は、2023年8月10日に開催した第1回検討委員会の資料をもとに、当日の議論を踏まえ、一部内容を修正して作成しています。
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• 今後、モデル地域（計３地域）において、各地域３事業所（計９事業所）程度、モデル事業所を選
定いただき、計６０名程度の利用者に対する就労選択支援に係る取組を行うことを想定しています。

• 主に以下の４つの観点に留意いただきながら事業所を選定いただく想定でいますが、詳細について
は、各地域の事情や意向を伺いつつ、調整をさせていただきます。

１．（１）モデル事業所及び支援ケースの選定の考え方

以下の観点を考慮しながら、モデル事業所を選定いただく想定。

◆１事業所につき利用者８名程度（またはモデル地域全体で２５名程度）からの申請が見込まれること

◆各事業所が対象とする利用者の障害種別のバランス

◆利用者の新規・継続の別（新規も可能な限り多く拾えるように）

◆利用者属性（特別支援学校の生徒、ハローワークを利用の方、就労系障害福祉サービスを利用の方等）の別
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• 支援の実施前後にお
いて、地域における
就労支援に係る社会
資源や雇用事例等に
ついて情報提供や助
言・指導等を行う。
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• 本事業では、選定されたモデル地域や事業所において、就労系障害福祉サービスを新たに利用する
意向のある方及び就労系障害福祉サービスを利用中の方のうち、就労アセスメントの実施を希望す
る方に対して、就労選択支援で想定されている以下の一連のサービス内容を試行し、運用面におけ
るノウハウや課題等を把握します。

１．（２）モデル地域等が取り組む内容

①作業場面等を活用した状況把握

• 面談等による本人の意向の把握や、実際の作業場面等な
どを活用した本人の適性や課題、就労にあたって必要な
配慮等に係る整理を行う。

• 必要な視点が網羅された項目立てに沿って整理が進めら
れるツールを活用し、本人と協同して状況を整理する。

③アセスメント結果の作成

②多機関連携によるケース会議

• 支援の質と中立性を確保するため、地域内の関
係機関とケース会議議（協議会の就労支援部会
等の場やオンライン会議等の活用を含む）を開
催し、相互に情報を共有する。

• 本人と協同して整理した状況や、ケース会議で
関係機関から共有された情報等を踏まえ、客観
的にアセスメント結果をまとめる。

• 本人の選択に応じ、相談支援事業所やハローワーク等の
関係機関との連携、連絡調整等を行う。

④事業者等との連絡調整

本人への情報提供等（随時）

※厚生労働省「社会保障審議会障害者部会（第136回）（令和5年6月23日）」の資料をもとに、作成
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195428_00063.html
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• モデル地域や事業所において前頁の就労選択支援で想定されるサービスを試行するにあたり、留意
すべき点について、以下の内容をもとに実施要領を作成する予定です。

• モデル地域等が取組を進めるにあたって、具体的なノウハウや課題解決の助言が必要となる場合も
想定されることから、必要に応じて、検討委員会委員がアドバイザーとして側面支援を行います。

１．（３）モデル地域等の取組における留意点等

作業場面等を活用した状況把握

本人への情報提供等

アセスメント結果の作成

多機関連携によるケース会議

事業者等との連絡調整

• モデル事業所において実施する就労アセスメントに使用するツールは、2023年3月に
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が公開したアセスメントシート
(https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai78.html)や、地域で既に
使用しているツールや手法がある場合は、それを使用する。

• ケース会議は、地域内のいずれかの機関がイニシアティブをとり、障害者本人の意向
等を踏まえ、行政機関、相談支援事業所、就労系障害福祉サービス事業所、障害者就
業・生活支援センター、ハローワーク、医療機関、教育機関等から、連携が必要な機
関を３機関以上含めることを基本とする。

• モデル事業所において、利用者本人や家族等に対し、就労選択支援の概要や、本モデ
ル事業の取組等について説明し、協力の可否について確認する。

• 就労選択支援については、現状、法令上の効力を持たないため、モデル事業では、あ
くまで現行制度の支給決定プロセスを行う中で、モデル事業所等が利用者に対して就
労アセスメントを行い、その後、ケース会議を経たアセスメント結果は参考情報とし
て利用者にフィードバックを行うこととする。

• 本人と協同して整理した状況や、ケース会議で関係機関から共有された情報等を踏ま
え、客観的にアセスメント結果をまとめ、利用者本人に対しフィードバックを行うと
ともに、利用者の就労等に対する意識の変化等について把握する。

• アセスメント結果のフィードバックをきっかけとして、利用者本人の就労に関する
ニーズや、就労にあたっての配慮事項等に変更が生じた場合は、必要に応じて、サー
ビス等利用計画・個別支援計画の見直しに向けた、事業者等との連絡調整を行う。

• 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が公開したアセスメントシートを新た
に使用する場合、必要に応じて、研修を実施する。

２週間～２か月の範囲内で実施

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai78.html
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• モデル事業所等の選定の考え方及びモデル地域等の取組内容について、各委員からいただいたご意
見等は、以下のとおりです。

１．（参考）各委員からいただいたご意見等

（モデル事業所の選定の考え方）
• 就労選択支援事業所として参入しうる事業所のパターンについて、バランスよく網羅する必要があるのではないか。
• モデル事業所にナカポツセンターが含まれ、地域の主体となって就労選択支援の試行的取組を行うパターンが拾える

と望ましい。
• モデル事業所の選定にあたり、就労移行支援事業所以外（就労継続支援事業所等）が就労アセスメントを行うパター

ンも拾っていただきたい。

（支援ケースの考え方）
• 全体的にスケジュールがかなりタイトで、モデル地域での取組期間が限られるが、就労選択支援の開始に向けて重要

な事業であると認識しており、しっかりと利用者のサンプル数を集められるようお願いしたい。
• 利用者の障害種別ごとのバランスも考慮すべきではないか。
• 支援対象者としては新規・継続ともに対象とのことだが、就労選択支援の趣旨として、新規をより多く拾う必要があ

るのではないか。
• 支援ケースについて、新規・継続の別や、特別支援学校・ハローワーク・事業所などの属性それぞれで関係機関も異

なってくることが想定され、様々なパターンが拾えるとよい。

（モデル地域の取組における留意点等）
• 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）が公開したアセスメントツールを、いずれかのモデル地域で

活用してもらい、検証する場合、該当地域にレクチャーをすることをはじめとして、委員が地域のアドバイザーとし
て支援する機能は必要になってくる。
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• モデル事業所による支援を受けた利用者が、就労アセスメントや多機関連携会議を経て、就労に対
する意識にどのような変化があったのか、また、モデル地域内の各就労支援機関が、就労アセスメ
ントや多機関連携によるケース会議の導入・運用について、どのように実施したか、課題や効果を
感じたかを把握することを目的として、それぞれ調査を実施します。

２．（１）調査の目的・対象等

モデル事業所の利用者への調査 モデル地域内の各就労支援機関への調査

目的 • モデル事業所による支援を受けた利用者が、支
援を受ける前と、就労アセスメント実施後、多機
関連携会議を経たアセスメント結果のフィード
バック後のそれぞれにおいて、どのような変化が
あったかを把握する。

• 各モデル地域内の就労支援機関が、本事業による
取組を通じて、就労アセスメントや多機関連携による
ケース会議の導入・運用について、どのように実施し
たか（具体的な手間や工数）、課題や効果を感じた
かを把握する。

対象 • モデル事業所の利用者本人（または職員）
※利用者本人から調査協力の同意を得られた場合
において、本人または代理として、支援にあたった
職員への調査実施を想定

• モデル事業所
• モデル地域内におけるモデル事業所以外の就労支
援機関（市町村、障害者就業・生活支援センター、地
域障害者職業センター、ハローワーク、計画相談支
援事業所、教育機関等）

※悉皆調査を想定

方法 • 電子ファイル（Excel等）形式の調査票のメール
送付、返送回答

• 同内容のWebフォームを用意、記入回答
※利用者や事業所の要望等に応じ、ヒアリング形
式での回答収集も想定

• 電子ファイル（Excel等）形式の調査票のメール送付、
返送回答

• 同内容のWebフォームを用意、記入回答
※調査票の回答内容を踏まえ、追加的にヒアリング調
査を行うことも想定

時期 • 令和５年１１月～１２月 • 令和５年１１月～１２月
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• 各地域での試行的な取組や、その後の調査を通じて把握した就労アセスメントやケース会議等の多
機関連携に係るノウハウや課題、効果等について、事例等も含むものとして報告書にまとめます。

２．（２）成果物のとりまとめ

章 概要

事業概要
• 事業の背景・目的
• 事業内容、スケジュール等

各モデル地域での取組状況
• モデル地域及び事業所、支援対象となった利用者の概況（基礎情報）
• 就労アセスメントの実施状況
• 多機関連携会議の開催状況と検討内容

調査概要※

• 調査の実施概況
• 調査項目
• 調査の集計結果

考察

• 地域における企業等での雇用事例や就労支援に係る社会資源などの情報提供の在り方
• 作業場面等を活用した就労アセスメントの在り方
• ケース会議や地域の関係機関との連絡調整等の地域の多機関連携体制の在り方
• 計画相談支援事業所との連携した支援の在り方
• 就労アセスメントの実施方法やケース会議の持ち方など、運用面での課題
• 就労アセスメントの実施や、ケース会議等の多機関連携における効果

各モデル地域の事例

• モデル地域及び事業所の概要
• モデル事業の実施に向け地域として必要となった準備や対応
• 利用者への支援の内容と結果（フィードバックへの反応等）
• 多機関連携によるケース会議での検討内容

※事業報告書と別に、利用者や就労支援機関に対する調査の結果を踏まえ、就労アセスメント及びケース会議などの多機関連携に係るノウハウや課
題、効果を整理し、先に調査報告書として作成する予定。



参考資料
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• 本事業は、障害者本人が一般就労や就労系障害福祉サービス事業所などを自ら選択することや、本
人の能力や適性、地域の状況に合った選択ができることを目指した、新たなサービス（就労選択支
援（仮称））の創設に向け、就労継続支援事業所等が利用者に対し就労アセスメント等を行う場合
や、地域内の多機関による連携会議を開催し支援を行う場合の課題やノウハウを把握・分析するこ
とを目的とするものです。

１．事業の背景と目的

背景

目的

＜障害者の就労状況と選択肢の多様化＞
• 障害者の就労支援については、雇用施策と福祉施策の連携の下、就労系障害福祉サービスから民間企業への就職者数、

民間企業における雇用者数ともに増加が続いている等、着実に進展している。
• 一方で、利用者や働き方の多様化等、障害者の就労を取り巻く環境も変化しており、弊社が令和２年度障害者総合福

祉推進事業にて実施した「障害者の多様な働き方と支援の実態に関する調査研究」でも、個人事業主や起業といった
形態で就労する障害者及びそういった方の支援に取り組む企業等の事例や、利用者が在宅で訓練や生産活動に取り組
んでいる就労系障害福祉サービス事業所の実態が把握され、障害者就労の選択肢の多様化が把握されたところ。

＜変化や課題への対応の必要性＞
• こうした変化や課題に対応するとともに、障害者の希望や能力に沿った就労を支援するには、本人と協同して、就労

ニーズや能力・適性とともに、就労するに当たって必要な支援や配慮を整理し、本人の可能性を狭めることなく、
個々の状況に応じた適切な支援の提供につなげる必要があるが、就労系障害福祉サービスの利用を希望する障害者の
就労能力や適性を客観的に評価し、それを本人の就労に関する選択や具体的な支援内容に活用する手法等が確立され
ていないため、障害者の就労能力や一般就労の可能性について、障害者本人や障害者を支援する者が十分に把握でき
ておらず、適切なサービス等に繋げられていない場合があるのではないかという指摘がある。

• このため、「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて～社会保障審議会障害者部会報告書」（令和４年
６月13日社会保障審議会障害者部会）では、「就労アセスメントの手法を活用して整理した情報に係る書面の作成・
提供、関係機関（中略）との意見交換等を行うことにより、障害者本人が一般就労や就労系障害福祉サービス事業所
などを自ら選択することや、就労開始後の配慮事項の整理等を通じて本人の能力や適性、地域社会や地域の事業所の
状況に合った選択ができることを目指して、必要な支援を行う新たなサービス（就労選択支援（仮称））を創設すべ
きであるとの提言がされた。これを受けて昨年成立した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律等の一部を改正する法律（令和4年法律第104号）」にも、同サービスの創設が盛り込まれたところ。

• 障害者本人が一般就労や就労系障害福祉サービス事業所などを自ら選択することや、就労開始後の配慮事項の整理等
を通じて本人の能力や適性、地域社会や地域の事業所の状況に合った選択ができることを目指して必要な支援を行う
新たなサービス（就労選択支援）の創設に向けて、就労継続支援事業所等が利用者に対し就労アセスメントや就労に
関する情報提供等の支援を行う場合や、地域内の多機関による連携会議を開催し支援を行う場合の課題やノウハウを
把握・分析することを目的とする。

• 目的の達成のため、事業検討委員会を設置の上、全国からモデル地域等を数か所を選定し、次頁の取組を実施する。
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✓就労系サービス事業所の支援を受けた
利用者の意識等の変化の調査

✓地域内の就労支援に携わる機関に対す
る多機関連携の調査
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２．事業内容
• 本事業では、事業検討委員会の助言・評価をいただきながら、モデル地域・事業所への必要な支援や、
調査実施を通じた課題・ノウハウの把握・分析、成果のとりまとめなど、いずれの事業も相互に連携
させつつ進めていきます。

事業検討委員会

✓モデル地域内の就労系サービス事業所
等による就労アセスメントや情報提供

✓多機関連携によるケース会議の開催

受託者(PwC)

モデル事業所 関係機関

支援

利用者

Plan

Do
Check

Action

Check

✓報告書等にとりまとめ、全国に展開
✓各モデル地域において成果報告会を開催

✓委員会は3回の開催を予定
✓議題は、モデル地域・事業所の選定や意識調査
の内容の他、実施結果の報告等を想定

Plan
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• 現時点でのスケジュールは、以下を想定しています。
• 就労支援機関等に対するアンケート調査は、１１月～１２月にかけての実施を予定しています。

３．スケジュール

(3)就労支援機関
等に対するアン
ケート調査の実施

(1)就労アセスメ
ントモデル事業検

討会

(2)モデル地域へ
の支援

(4)成果のとりま
とめ及び周知・啓

発等

令和５年 令和６年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第１回

モデル地域の
検討・選定

第２回 第３回

関係機関等との調整
モデル事業所の選定

調査項目検討 調査票作成 実査

集計

調査報告書骨子検討 調査報告書案作成

モデル地域
報告会

調査報告書修正

事業報告書作成

就労選択支援の試行的取組

合同説明会
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